
52 LIBRA  Vol.18  No.12  2018/12

 法 律 学　　　　　　　　　　　　　　　　
『事例でわかる警察官のための生活安全相談の手
引』中村剛／新日本法規出版

 外 国 法　　　　　　　　　　　　　　　　
『民事法の解釈適用と憲法原則 中国法編纂に向け
た日中比較』中村民雄／早稲田大学比較法研究所

『中国子会社の投資・会計・税務 第3版』KPMG
／中央経済社

『フィリピンの投資・M&A・会社法・会計税務・
労務 第2版』久野康成公認会計士事務所／TCG
出版

 憲 法　　　　　　　　　　　　　　　　　
『日韓の占領管理体制の比較憲法的考察 東アジア
と日本国憲法の定位』李京柱／日本評論社

『比較憲法学の現状と展望 初宿正典先生古稀祝
賀』毛利透／成文堂

『比較の眼でみる憲法』村田尚紀／北大路書房
『五日市憲法』新井勝紘／岩波書店
『AI と憲法』山本龍彦／日本経済新聞出版社
『憲法 第6版』辻村みよ子／日本評論社
『憲法9条へのカタバシス』木庭顕／みすず書房
『監視社会をどうする！ 「スノーデン」後のいま考
える，私たちの自由と社会の安全』日本弁護士連
合会人権擁護大会／日本評論社

 行 政 法　　　　　　　　　　　　　　　　
『コンセッション・従来型・新手法を網羅したPPP/
PF I 実践の手引き』丹生谷美穂／中央経済社

『監視社会と公文書管理 森友問題とスノーデン・
ショックを超えて』三宅弘／花伝社

『日本型法治主義を超えて 行政の中の法の担い手と
しての法曹・公務員』高橋明男／大阪大学出版会

『行政書士法コンメンタール 新9版』兼子仁／北
樹出版

『行政手続法・行政不服審査法 第3版』室井力
／日本評論社

『未来への記録 自治体の公文書管理の現場から』
関東弁護士会連合会／関東弁護士会連合会

『都市再開発実務ハンドブック 2018』大成出版社

 税 法　　　　　　　　　　　　　　　　　
『税目別解説判例から学ぶ税理士損害賠償責任 所
得税・法人税・消費税編』内田久美子／大蔵財
務協会

『税務頭を鍛える本』高橋貴美子／中央経済社
『税理士業務に活かす！通達のチェックポイント 所
得税裁判事例精選20』酒井克彦／第一法規

『税法便覧 平成30年度版』藤崎直樹／税務研究
会出版局

『判例裁決から見る加算税の実務 第2版』佐藤善
恵／税務研究会出版局

『取引相場のない株式の税務 第4版 評価の基礎・
売買時価の概要と留意点』森富幸／日本評論社

『法人税法 平成30年度版』渡辺淑夫／中央経済社
『役員給与，退職金をめぐる税務判決・裁決45選』
林仲宣／大蔵財務協会

『独立企業間価格算定の実例とポイント』木村直
人／第一法規

『成功する事業承継Q&A150 平成30年8月改訂 
遺言書・遺留分の民法改正から自社株対策，贈与・
相続の納税猶予まで徹底解説』坪多晶子／清文社

『詳細相続税 7訂版 資料収集・財産評価・申告
書作成の実務』岩下忠吾／日本法令

『路線価による土地評価の実務 平成30年8月改
訂』名和道紀／清文社

『事業承継・相続対策の法律と税務 5訂版 完全
ガイド』PwC税理士法人／税務研究会出版局

『事業承継の法律相談』和田倉門法律事務所／青
林書院

『登録免許税の軽減のための住宅用家屋証明の手
引き 8次改訂』民間住宅税制研究会／第一法規

『消費税調査における是否認の接点 3訂版』和気
光／大蔵財務協会

『消費税の「軽減税率とインボイス制度」完全解説』
太田達也／税務研究会出版局

『要説固定資産税 平成30年度版』固定資産税務
研究会／ぎょうせい

 地 方 自 治 法　　　　　　　　　　　　　　
『新図解自治体職員のためのトラブル解決事例集』
石川公一／ぎょうせい

『地方自治法制の工夫 一歩前進を！』阿部泰隆／
信山社

 民 法　　　　　　　　　　　　　　　　　
『民事判例 17 2018年前期』現代民事判例研究
会／日本評論社

『強行法・任意法の研究』近江幸治／成文堂
『民法理論の対話と創造』民法理論の対話と創造
研究会／日本評論社

『新注釈民法 14 債権 ⑺ 』大村敦志／有斐閣
『公益法人・一般法人の運営・会計・税務実践ガ
イド ケース別論点解説』岡部正義／清文社

『時効の法律相談』鈴木銀治郎／青林書院
『抵当権者の追及権について 抵当権実行制度の再
定位のために』阿部裕介／有斐閣

『債権各論1 契約法』平野裕之／日本評論社
『債権法改正と民法学 1  総論・総則』商事法務
『債権法改正と民法学 2 債権総論・契約 ⑴ 』商
事法務

『債権法改正と民法学 3 契約 ⑵ 』商事法務
『必携債権法を実務から理解する21講』虎門中
央法律事務所／商事法務

『業務委託契約書作成のポイント』淵邊善彦／中
央経済社

『データ取引契約の基本と書式』長谷川俊明／中
央経済社

『死因贈与の法律と実務』本橋総合法律事務所／
新日本法規出版

『不貞慰謝料の算定事例集 判例分析に基づく客観
的な相場観』久保田有子／新日本法規出版

『高齢者の財産管理モデル契約書式集 ホームロイ
ヤー契約・家族信託・死後事務委任等』第二東
京弁護士会高齢者障がい者総合支援センター運営
委員会／新日本法規出版

『条文から読み解く民法<相続法制>改正点と実
務への影響』米倉裕樹／清文社

『相続実務が変わる！相続法改正ガイドブック』安
達敏男／日本加除出版

『相続財産の管理と処分の実務 第2版』日本財産
管理協会／日本加除出版

『Q&A限定承認・相続放棄の実務と書式』相続
実務研究会／民事法研究会

『税理士が知っておきたい[認知症]と相続・財産
管理の実務』栗田祐太郎／清文社

『借地上の建物をめぐる実務と事例 朽廃・消滅，
変更，譲渡』樅木良一／新日本法規出版

『徴収職員のための供託制度の知識と対処法 供託
されてもひるまない』吉国智彦／第一法規

『なにわの供託事例集 事例・回答・解説82問と
OCR用供託書記載例139』大阪法務局ブロック
管内供託実務研究会／日本加除出版

『パッとわかる家族信託コンパクトブック 弁護士の
ための法務と税務』伊東大祐／第一法規

『交通事故・交通外傷 現時点における諸課題』へ
るす出版

『交通事故損害賠償額算定のしおり 19訂版』大
阪弁護士会／大阪弁護士会交通事故委員会

 商 事 法　　　　　　　　　　　　　　　　
『企業関係法の新潮流 神戸学院大学法学部開設
50周年記念企業法論文集』岡田豊基／中央経済
社

『企業法務革命 ジェネラル・カウンセルの挑戦』

Heineman, Benjamin W.／商事法務
『会社法の到達点と展望 森淳二朗先生退職記念
論文集』徳本穰／法律文化社

『会社法コンメンタール 15 持分会社 ⑵ 』神田秀
樹／商事法務

『事業承継相談対応マニュアル 平成30年度税制
改正対応版』浅野洋／新日本法規出版

『上場会社の経営監督における法的課題とその検
討 経営者と監督者の責任を中心に』山中利晃／
商事法務

『ヘッジ取引の会計と税務 第6版』荻茂生／中央
経済社

『事業譲渡の実務 法務・労務・会計・税務のすべ
て』関口智弘／商事法務

『商取引法 第8版』江頭憲治郎／弘文堂
『手形・小切手法 第4版』川村正幸／新世社

 刑 法　　　　　　　　　　　　　　　　　
『公安事件でたどる日本近現代刑事法史』福島弘
／中央大学出版部

『刑法総論講義 第5版補訂版』松宮孝明／成文堂
『刑法各論講義 第5版』松宮孝明／成文堂
『組織犯罪からの被害回復 特種詐欺事犯の違法収
益を被害者の手に』日本弁護士連合会人権擁護
大会／日本弁護士連合会第61回人権擁護大会シ
ンポジウム第2分科会実行委員会

『アトラス臨床法医学』岩原香織／中外医学社
『死体からのメッセージ』押田茂實／洋泉社
『認知症の医学と法学』村松太郎／中外医学社

 司 法 制 度・ 司 法 行 政　　　　　　　　　　
『検事よもやまばなし 続』廣瀨哲彦／司法協会
『弁護士「好きな仕事×経営」のすすめ 分野を絞っ
ても経営を成り立たせる手法』北周士／第一法規

 訴 訟 手 続 法　　　　　　　　　　　　　　
『簡裁事件における事実認定の在り方 民事裁判，
刑事裁判，民事調停における異同を中心として』
髙倉武／司法協会

『民事訴訟法（別冊法学セミナー：新基本法コン
メンタール 256） 1』加藤新太郎／日本評論社

『要件事実民法 第4版補訂版 4 債権総論』大江
忠／第一法規

『分野別ADR活用の実務』栃木県弁護士会／ぎ
ょうせい

『家事事件手続法下における書記官事務の運用に
関する実証的研究 家事調停事件及び別表第二審
判事件を中心に』司法協会

『治療的司法の実践 更生を見据えた刑事弁護のた
めに』治療的司法研究会／第一法規

『すぐに役立つ入門図解最新告訴・告発・刑事ト
ラブル解決マニュアル』三修社

『法廷通訳ハンドブック 実践編 ベンガル語 改訂
版』法曹会

『法廷通訳ハンドブック 実践編 ヒンディー語 改訂
版』法曹会

『法廷通訳ハンドブック 実践編 トルコ語 改訂版』
法曹会

『法廷通訳ハンドブック 実践編 シンハラ語 改訂
版』法曹会

『法廷通訳ハンドブック 実践編 ウルドゥー語 改訂
版』法曹会

『法廷通訳ハンドブック 実践編 インドネシア語 改
訂版』法曹会

『公判手続と調書講義案 3訂補訂版』司法協会
『略式手続の理論と実務 第2版』三好一幸／司法
協会

『少年法入門 7訂第2補訂版』司法協会
『少年法実務講義案 3訂補訂版』司法協会

 経 済 産 業 法　　　　　　　　　　　　　　
『IT法務の法律と実践ビジネス書式 事業者必携』
三修社

東弁・二弁合同図書館 新着図書案内　2018年9月20日～10月24日・201点
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『独占禁止法ガイドブック 平成30年2月改訂版 
難解といわれる独占禁止法をやさしく解説した』
公正取引協会／公正取引協会

『福島原発事故がもたらしたもの 被災地のメンタ
ルヘルスに何が起きているのか』前田正治／誠信
書房

『中小企業買収の法務 事業承継型M&A・ベンチ
ャー企業M&A』柴田堅太郎／中央経済社

『M&Aの契約実務 第2版』藤原総一郎／中央経
済社

『先物取引裁判例集 79』先物取引被害全国研究
会／先物取引被害全国研究会

『30年史 公益財団法人日本クレジットカウンセリ
ング協会』日本クレジットカウンセリング協会

『逐条解説割賦販売法 第1巻』阿部高明／青林
書院

『逐条解説割賦販売法 第2巻』阿部高明／青林
書院

『FinTech法務ガイド 第2版』片岡義広／商事
法務

『Q&A市街地近郊土地の評価 3訂版』松本好正
／大蔵財務協会

『実務につながる地代・家賃の判断と評価』黒沢
泰／清文社

『建物の鑑定評価必携 第3版 建物実例データ集』
建設物価調査会／建設物価調査会

『信用金庫法の実務相談 3訂 Q&A形式で簡潔・
明快な解説』経済法令研究会／経済法令研究会

 知 的 財 産 法　　　　　　　　　　　　　　
『知財マネジメントの要点 企業のための地図と羅
針盤』飯田圭／清文社

『日本における意匠権の取得と侵害に関する実務解
説 日本語・英語の二段表記』倉内義朗／経済産
業調査会

『コンテンツ別ウェブサイトの著作権Q&A』雪丸
真吾／中央経済社

 労 働 法　　　　　　　　　　　　　　　　
『いちばんわかりやすい労働判例集 弁護士が教え
る』労務行政研究所／労務行政

『過重労働・ハラスメント訴訟』森濱田松本法律
事務所／中央経済社

『格差社会と労働市場 貧困の固定化をどう回避す
るか』樋口美雄／慶應義塾大学出版会

『労基法等，最新労働法の改正と実務対応』布施
直春／産労総合研究所出版部経営書院

『わかりやすいパワーハラスメント新・裁判例集』
21世紀職業財団

『わかりやすいセクシュアルハラスメント妊娠・出
産，育児休業等に関するハラスメント新・裁判例集』
21世紀職業財団

『労働時間・残業代 裁判所の判断がスグわかる本』
中野公義／日本法令

『障害者雇用と合理的配慮 日米の比較法研究』長
谷川珠子／日本評論社

『林業・建設業の労災保険率適用必携 改訂10版』
労務行政研究所／労務行政

『建設現場の労災保険の基礎知識Q&A』村木宏
吉／大成出版社

『建設業における労災保険の実務Q&A 改訂第2
版』建設労務安全研究会／労働新聞社

 社 会 保 障 法　　　　　　　　　　　　　　
『トピック社会保障法 2018第12版』本沢巳代
子／不磨書房

『日本の社会保障の崩壊と再生 若者に未来を』日
本弁護士連合会人権擁護大会／日本弁護士連合
会第61回人権擁護大会シンポジウム第3分科会
実行委員会

『社会福祉の手引 2018』東京都福祉保健局／東
京都生活文化局広報広聴部都民の声課

『<平成30年施行>保育所保育指針 幼稚園教育

要領 幼保連携型認定こども園教育・保育要領解
説とポイント』ミネルヴァ書房／ミネルヴァ書房

『子ども虐待による死亡事例等の検証結果等につ
いて 社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護
事例の検証に関する専門委員会第14次報告』社
会保障審議会／社会保障審議会児童部会児童虐
待等要保護事例の検証に関する専門委員会

 医 事 法　　　　　　　　　　　　　　　　
『脳神経外科疾患の診療の現場から』三木保／東
京法律相談運営連絡協議会

『弁護士のための医療過誤訴訟法講座講義録 第
20回』森谷和馬／医療事故情報センター

『弁護士のための医療過誤訴訟法講座講義録 第
22回』前田順司／医療事故情報センター

『弁護士のための医療過誤訴訟法講座講義録 第
23回』谷直樹／医療事故情報センター

『弁護士のための医療過誤訴訟法講座講義録 第
25回』加藤幸雄／医療事故情報センター

『周産期医療と生命倫理入門』窪田昭男／メディ
カ出版

 薬 事 法　　　　　　　　　　　　　　　　
『新毒物劇物取扱の手引』益山光一／時事通信出
版局

 社 会 保 険 法　　　　　　　　　　　　　　
『社会保険の考え方 法的理解と実務の論点』西村
健一郎／ミネルヴァ書房

 教 育 法　　　　　　　　　　　　　　　　
『学校の法務 問題を解決するQ&A』弁護士法人
名川・岡村法律事務所／時事通信出版局

 国 際 法　　　　　　　　　　　　　　　　
『日本の海洋政策と海洋法』坂元茂樹／信山社
『国連の金融制裁 法と実務』吉村祥子／東信堂
『武力行使禁止原則の歴史と現状』松井芳郎／日
本評論社

『条項対訳英文契約リーディング 改訂版』長谷川
俊明／第一法規

『初めての人のための英文・和文 IT契約書の実務』
牧野和夫／中央経済社

『Q&A法務担当者のための国際商事仲裁の基礎知
識』前田葉子／中央経済社

『渉外戸籍・国籍法研究』大村芳昭／成文堂
『「外国人労働者100万人時代」の日本の未来 人
権保障に適った外国人受入れ制度と多文化共生社
会の確立を目指して』日本弁護士連合会人権擁護
大会／日本弁護士連合会第61回人権擁護大会シ
ンポジウム第1分科会実行委員会

『外国人の雇用に関するトラブル予防Q&A 現場で
役立つ！』板倉由実／労働調査会

『外国人技能実習生の受入れQ&A 第2版 ハンド
ブック』国際研修協力機構／国際研修協力機構教
材センター

 医 学 書　　　　　　　　　　　　　　　　
『下部消化管内視鏡スクリーニング検査マニュアル』
医学図書出版

『救急レジデントマニュアル 第6版』佐々木淳一
／医学書院

『症例を通して学ぶ年代別食物アレルギーのすべて 
改訂2版』海老澤元宏／南山堂

『造血器腫瘍診療ガイドライン 2018年版』日本
血液学会／金原出版

『大腸癌取扱い規約 第9版』大腸癌研究会／金
原出版

『内分泌腫瘍 甲状腺，副腎』青笹克之／中山書店
『内分泌代謝科専門医研修ガイドブック』日本内
分泌学会／診断と治療社

『MMT・針筋電図ガイドブック』園生雅弘／中外
医学社

『精神科薬物療法マニュアル』日本病院薬剤師会
／南山堂

『精神科身体合併症マニュアル 第2版』本田明／
医学書院

『ISLSガイドブック 2018 脳卒中の初期診療の
標準化』ISLSガイドブック2018編集委員会／
へるす出版

『脊髄小脳変性症・多系統萎縮症診療ガイドライ
ン 2018』日本神経学会／南江堂

『ジストニア診療ガイドライン 2018』日本神経学
会／南江堂

『パーキンソン病診療ガイドライン 2018』日本神
経学会／医学書院

『結核診療ガイド』日本結核病学会／南江堂
『TFCC損傷診療テクニックを磨く』中村俊康／全
日本病院出版会

『糖尿病性腎臓病の診かた，考えかた』和田隆志
／中外医学社

『腎臓リハビリテーションガイドライン』日本腎臓
リハビリテーション学会／南江堂

『産婦人科ベッドサイドマニュアル 第7版』青野
敏博／医学書院

『産科医のための無痛分娩講座』天野完／克誠堂
出版

『今日の耳鼻咽喉科・頭頸部外科治療指針 第4版』
大森孝一／医学書院

『小児急性中耳炎診療ガイドライン 2018年版』
日本耳科学会／金原出版

『「イラスト」めまいの検査 改訂第3版』日本めま
い平衡医学会／診断と治療社

『保健統計・疫学 改訂6版』福富和夫／南山堂
『産科合併症 改訂2版』村田雄二／メディカ出版
『MFICU母体・胎児ICUマニュアル 改訂3版』
MFICU連絡協議会／メディカ出版

『助産師と研修医のための産科超音波検査 改訂第
2版』梁栄治／診断と治療社

『予防医療のすべて』岡田唯男／中山書店
『皮膚腫瘍』青笹克之／中山書店
『麻酔への知的アプローチ 第10版』稲田英一／
日本医事新報社

『実践臨床生殖免疫学』柴原浩章／中外医学社
『耳鼻咽喉・頭頸部手術アトラス 第2版 上巻』
岸本誠司／医学書院

『大人の発達障害ってそういうことだったのか その
後』宮岡等／医学書院

『図表でわかる無痛分娩プラクティスガイド』入駒
慎吾／メジカルビュー社

『胎児心拍数モニタリング講座 改訂3版 大事なサ
インを見逃さない！』藤森敬也／メディカ出版

『認知症トータルケア』粟田主一／日本医師会
『虚血性心疾患 識る・診る・治す・防ぐ』小室一
成／中山書店

『創傷・褥瘡・熱傷ガイドライン 2018』日本皮
膚科学会／金原出版

『臨床に活かす病理診断学 第3版 消化管・肝胆
膵編』福嶋敬宜／医学書院

『米国緩和ケア医に学ぶ医療コミュニケーションの
極意』Back, Anthony／中外医学社

『認知症イメージングテキスト 画像と病理から見た
疾患のメカニズム』冨本秀和／医学書院

『神経変性疾患ハンドブック 神経難病へのエキス
パート・アプローチ』水沢英洋／南江堂

『ワシントンマニュアル患者安全と医療の質改善』
Fondahn, Emily／メディカル・サイエンス・イン
ターナショナル

『消化器疾患診断・治療指針 最新ガイドライン準
拠』佐々木裕／中山書店

『グリーンスパン・ベルトラン整形外科画像診断学』
Greenspan, Adam／南江堂

 判 例 評 釈 集　　　　　　　　　　　　　　
『新・判例解説Watch 23』新判例解説編集委員
会／日本評論社


